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招待論文

情報教育はどこまで広がっているのか
——分からないことを調べる苦難と今後のために

高橋 尚子1,a)

受付日 2017年11月3日,採録日 2017年11月11日

概要：2016年 11月から 12月にかけて，情報処理学会が文部科学省から委託された「超スマート社会にお
ける情報教育の在り方に関する調査研究」の一環として，国内の全大学における情報学分野の教育に関す
る調査を行った．調査結果の報告は，文部科学省のWebサイト [1]に掲載されているので，詳細と公式な
見解はそちらを参照されたい．また，結果の概要，調査種類ごとの報告を要約したものは，2017年 4月号
から 5月号までの会誌 [2], [3]に連載しているので，ご覧いただきたい．ここでは，調査期間での出来事，
さまざまな苦労・工夫，後日談，今後の調査を行うにあたって参考になるようなものを取り上げる．また，
今回，調査の主査になったことは，いくつかの条件が重なったためで，受難ともとれるが，たいへん光栄
なことであった．調査を実施するにあたって多くの協力・支援を賜り完了したことに感謝したい．

キーワード：情報教育，国内調査，調査システム，J07/J17

How Far is Informatics Education Spreading
— Find out that Do Not Understand

Naoko Takahashi1,a)

Received: November 3, 2017, Accepted: November 11, 2017

Abstract: From November to December 2016, “Survey on informatics education at all domestic universities”
was conducted. It describes the events, various hardships and ingenuity, later story, etc. in the investigation
period. In addition, we made suggestions that will be helpful in conducting future surveys and made the
items we would like to think in the next survey.
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1. はじめに

学校基本調査を含めて，文部科学省が公式に国内の全大

学を対象とした情報教育の実態調査を行ったのは初めてと

いうことである．なぜなら，学校基本調査の学部・学科の

分野に「情報学」や「情報系」という選択肢がないからで

ある．情報教育を専門とする学部・学科は，工学系，理学

系，社会学系，総合系など多くの分野に分散し，埋もれて，

数値は表に現れていない．

過去には，情報教育に関わる研究者や教員，組織，IT関
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連の業界団体などが，さまざまな実態把握や研究のために

調査した事例はいくつかある．しかし，国内の全大学を対

象に，「情報」に関する科目や授業がどのくらい開講され，

どのくらいの学生がどのような内容をどのレベルで学んで

いるのか，何を専攻し専門としている教員が教えているの

か，といったことは明確にはなっていなかった．文部科学

省の担当者からも「これだけの大規模調査は二度とできな

い．どんな結果が出ても驚かない」といわれるほど，本格

的な調査はなかった．つまり，何が出るか分からないもの

を調査するが，それなりの結果は出さなくてはならないと

いう無言の期待，見通しのつき難い調査を行った．加えて，

実施が決定してから，調査の準備，実施，回収，分析，報
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告までに約半年という短期間で完了するものであった．ビ

ジネスの常識で考えれば絶対に無理であり，研究であれば

許されない乱暴な調査である．それを実現させるために何

をしたか，どのような問題が発生し対応したか，回収率を

上げるために何をしたか，ということを今後のために記録

しておきたい．

2. 調査の概要

この調査の概要を簡単に説明しておく．大学における情

報学分野の教育を図 1 に示す 4種類に分け，プログラム構

成，教育内容と教育レベル，履修者数，担当教員，教育環

境などの回答データを収集した．

これに加えて，情報環境に関する調査 Eとして，電子計

算機システムのうち，情報教育に利用される教育用電子計

算機システムを調査した．

調査項目は，次の中から調査の種別に応じて指定した．

調査に用いた領域名を表 1 に，達成度レベルの定義を表 2

に示す．

• 対象組織名（大学，学部，学科，コースなど）
• 回答者の立場
• プログラム構成（昼間・夜間・通信制の別，学校基この
調査の区分に基づく対象領域，情報処理学会 J07カリ

キュラム標準の区分に基づく専門領域（表 1 を参照），

卒業要件単位数，科目総数，開講クラス数，科目区分）

• プログラムの教育内容と教育レベル（表 2 を参照）

• プログラム履修者（標準対象学年，学生定員，履修者
数，卒業生の進路）

A： 情報学分野の専門教育に関する調査：情報学分野を専門

とする学科，課程，コース等を対象

B： 非情報系学科での情報教育に関する調査：情報学以外の

分野を専門とする学科，課程，コース等のうち，専門教

育の一部で情報学分野の教育を実施している学部，学科，

課程，コース等を対象

C： 一般情報教育に関する調査：全学または学部等の共通教

育において，情報学分野の教育（一般情報教育）を実施

しているものを対象

D： 高校教科「情報」に関する調査：高校教科「情報」の教職

課程を設置し教科に関する科目を実施している学部，学

科，課程等を対象

図 1 大学における 4 種類の情報教育

Fig. 1 Four types of computing education in Japanese univer-

sities: A∼D.

• プログラム担当者・補助者（授業担当教員，授業補助
者，教育関係委員会，教育実施体制）

• 教育環境（教育用電子計算機，学生 PC，授業での PC

活用，教育用言語）

• 将来計画，アピール事項，情報系資格との連携，特記
事項

3. 困難を極めた調査

図 2 に示すよう，調査は委託契約締結から報告書完了

までの半年間である．逆算すると調査システムを 1カ月程

度で開発しなくてはならない．調査システムをゼロから開

表 1 調査に用いた領域名

Table 1 Sections, domains and topics of BOK.
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図 2 調査の流れ

Fig. 2 Survey process.

表 2 達成度レベルの定義

Table 2 Knowledge and skill level definition.

発することは現実的に無理であるため，既存の調査システ

ム [5]を改修，調査種別ごとの項目設定や，セキュリティ

を強化して利用した．さらに，どこに，どのくらい何があ

るかを調査するため，調査対象者をあらかじめ確定できな

い．したがって，調査用システムのWebサイトに，回答者

自らがユーザ登録および回答データのアップロードを行っ

てもらうしかない．事前に IDを配布するなどは行えない

ので，自ら必要な回答数を登録できる仕組みを採用した．

つまり，回答率はもちろん，登録される学部や学科のデー

タ量，アクセスの集中度合，など情報システムの観点から

も，予測困難な運営である．

調査の依頼は，情報教育に関する調査を実施するといっ

た事前の通知をすることなく，いきなり各大学の総務担当

宛に情報処理学会の封筒で送った．しかも，送付してから，

回答者の登録は 1週間以内，詳細の回答までの期間を 1カ

月とした．調査を承知している関係者からもクレームが寄

せられたが，お願いを繰り返すしかない．クレームや困難

の理由は次のとおりである．

3.1 認知度と予定外の調査依頼

まず，情報処理学会という名称の認知度，受け取った担

当者に馴染みがなければ，机の上に放置されることは容易

に想像できる．封筒に『文部科学省調査』とシールを貼っ

たが，目に入るか，気付いてもどこまで重要視されるかは

未知である．封筒を開ければ，中に文部科学省から学長宛

の手紙は入っているが，封筒を開けてもらうまでに時間が

かかる．

さらに，調査を実施していることを知らせるため，追加

でハガキを送付し，封筒を開けなくても協力の要請が分か

るようにした．その際，回答の対象となる学部・学科単位

や調査種別，回答する担当者とメールアドレスなどの回答

を重ねて依頼した．これで，大学ごとにどの程度の登録が

あるかを予測できるとふんだ．しかし，これも Excelファ

イルでの登録のため，回答率は 20%程度にとどまった．ま

ずは，回答するファイルがあるサイトにアクセスしてもら
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うこと，回答のファイルをダウンロードしてもらうこと，

回答したらアップロードすること，この 3ステップでも面

倒である．追加で要求した作業は，後回しにされたようだ．

次に，事前に予定されていない調査には，文部科学省か

らの依頼とはいえ，簡単に対応できないという大学が多く

あった．たとえば，11月は推薦入試などで大学の業務が多

忙である，1カ月足らずでは回答に要する時間が作れない，

回答できる担当者がこの期間に不在，回答者を指名するこ

とが困難，各教員の回答をまとめるのは困難といったもの

だ．複数の教員の回答をまとめるプログラム（マクロ）を

用意したが，実行手順もワンステップとはいかなかった．

さらに，大学の教育に関することから，理事会などを通

さないと回答できないため時間が足りないといった連絡が

あった．回答が困難であるという大学は，総合大学・単科

大学，規模の大小を問わずあった．

3.2 調査システムの難易度

もう一つは，調査システムの利用の取り付き難さであ

る．利用したシステムは，本来，このような大規模で，複

数の種別を調査するために開発したものではないうえ，あ

る程度情報システムや IT機器の操作に慣れた人を対象と

したものであった．したがって操作方法だけでなく，ユー

ザインタフェースも含め，一般の人には取り付き難い箇所

があったと思われる．

とくに，調査の種別ごとに，異なる IDで登録しなくて

はならないことに理解を得られなかった．IDは適当なも

のではなく，利用可能な（返信メールが届く）メールアド

レスを要求した．一般的な人が持つ複数のメールアドレス

といえば，仕事用，個人用，スマートフォン・携帯電話用

くらいだろう．しかし，仕事において，個人用のメアドを

使用することは躊躇される．「複数のメアドがない」とい

う質問には，「登録用にフリーメールなどで仮のメールア

ドレスを作ってください」と説明したが，抵抗感は強い．

回答者の多くは，情報モラルや職業倫理への意識が高いの

は当然であり，「そんなことを勧めるのですか？」と逆にた

しなまれてしまった．さらに IDを登録する際，大学名も

選択用リストとして用意していなかったので，大学ごとに

登録者が入力をする必要があった．学部名はよくある名称

であれば，すでに登録されたものが選択できるが，なけれ

ば入力する必要がある．これも面倒だが，新しい学部名な

どは入力してもらうほうが正確である．

もちろん，調査項目の説明と回答方法，調査システムの

操作手引きは用意したが，回答手順や回答内容を理解する

時間を要したことは確かだ．操作手引きは，最低限必要な

ことをできる限り分かりやすく記述することに心がけたが，

文字だらけで，システムの仕様に依存した書き方が残った．

3.3 大学全体を複数の観点で問う

最後は調査観点である．総合大学や大規模大学では，キャ

ンパスが分散していたり，キャンパスや学部で独自に事務

部門を持ち教育プログラムを実施していたりする．そこ

で，全学での学部・学科ごとの回答を用意するには，教務

や情報教育担当の 1教員だけでできるものではない．全体

を統合するハブ（HUB）のような人が必要だ．

かりに総務や教学部門が全学を把握していたとしても，

調査種別ごとの割り振りが必要であり，個々の教育内容に

ついては授業を担当する教員に依頼するしかない．依頼す

る際には，調査の概要から回答方法までを説明し，期限内

に回答を得られるようにしなくてはならない．手引きを

渡して読んで回答して，とはいいにくい．学生数，進路と

いった大学の基本事項や公式データは，データを管理する

部署が回答する．調査 Dの教職課程で必要な項目は，その

関連部署が回答する．さらに，調査 Aや調査 Bで回答し

た学科に教職課程が設置されていれば，同時に調査 Dでの

回答が必要である．調査 Eの教育環境については，計算機

センタや情報センタのような部署が回答する．つまり，ど

うやっても全学をあげて協力しないと，完全な回答は揃わ

ない．

3.4 調査を推進する対応

回答率を上げるため，文部科学省の担当官に関係各機関

への通知をお願いした．さらに，本会をはじめ情報教育関

係者がいると思われる学会や機関を通じての調査実施と回

答の依頼など，個人的なネットワークを通じた依頼，考え

られる手段を講じた．こういうときは，お友達ネットワー

クは強力であり，役に立つ．

問合せはメール対応だけとしたが，調査開始と同時に，

文部科学省や本会には電話での問合せが集中した．電話の

内容もメールで再度問い合わせることをお願いしたが，回

答を依頼しておきながら二度手間をとらせるのか，とお叱

りがあった．調査期間中には合計約 500件のメールによる

問合せ，多いときは 1日 30件以上のメールがあり，調査

メンバが分担して授業や会議の合間に対応した．さらに，

質問内容をふまえた「よくある質問（FAQ）」を整備，随時

更新し，そちらへ誘導した．

登録や回答が集中すると予測される期間は，調査用Web

システムがダウンしないよう，監視を続けたが，残念なが

ら，開始当初の登録期間に停止してしまった．こういった

ことも含め，多くの回答者からの要望に応え，文部科学省

とも協議して，当初設定した提出期限を年末まで延長した．

4. 期待を上回る結果

その結果，約 3,000件の回答（アカウントの登録）が全

国の大学から寄せられた．最終的に期待以上の回答を得る

ことができ，予測を上回る回答率となった．
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表 3 調査用Web システムへの登録率

Table 3 Response rate.

調査用Webシステムに 1件以上のアカウントを登録し

た大学数，つまり何らかの回答をした大学数は，締切り時

点で 649大学であった．調査票を送付した回答者に対して

Webシステムへの登録を求める調査としては，86.5%とい

う非常に高い登録率を得た（表 3）．一般的なアンケート調

査でも 60%の回答率であれば良い方といわれているのに，

80%以上を目標とした．少なくとも国立大学は 100%回答

してほしいと期待したが，3大学が回答できず残念な結果

であった．未回答の 3大学には，明らかに情報の専門教育

を実施している学部や情報科の教職課程を設置している学

部が含まれていた．

調査終了後に，未回答の国立 3大学に事情を確認したと

ころ，どこも業務多忙を理由に回答を断念したという．公

立大学の未回答は，主に看護など保健系の学部を有すると

ころが多かった．私立大学では，芸術系大学，女子大学，

保健や福祉大学などの名称が多くみられた．非該当は，学

内で情報教育をまったく実施していない大学，廃止や合併

などで募集停止をしている大学である．

データの確認・修正を経て調査種別ごとの大学と回答の

登録数を表 4 に示す．

4.1 広く実施されている情報教育

調査 Aでは，対象となる情報専門学科の全国調査は初め

てであった．理工系情報学科・専攻協議会に登録している

151学科と調査 Aに回答した学科を比較したところ，127

学科（84.1%）からの回答が得られた．調査 Bの回答数は

他と比較して最も多いが，これは情報の専門教育が多くの

学部・学科で実施されていることを反映したものである．

調査 Cでは，回答のあった大学のうち 80%以上で教養教育

として一般情報教育を実施していることを現している．

調査 D「教科『情報』」の回答数は調査 A「情報専門学

科」の回答数を上回っている．これは，情報専門学科だけ

でなく非情報系学科の中にも教科「情報」の教職課程を設

置しているケースが多くあるためである．一方で，文部科

学省のWebページによると高校教科「情報」1種免許状を

取得可能な課程の設置数は 521（国立 107，公立 17，私立

397）ある．このうち調査 Dに回答した課程は，計 340課

程（65.3%）であった．これは，「情報」の教職課程の登録

表 4 調査種別ごとの大学登録数

Table 4 Response rate summary (overall).

をしている学生がいない場合は，回答を求めなかったから

である．約 1/3の学科で情報科の教員養成がされてないこ

とになる．

以上を総合すると，調査 Bは全体像がまだ不明確である

ものの，それ以外では大学における情報学分野の教育の全

体像を把握するうえで十分な回答数が得られたと考える．

4.2 大学教育には欠かせない情報教育

情報教育は，外国語のようにすべての大学の学部で学ぶ

べき科目ではないものだった．しかし，IT機器の普及・一

般化，研究・開発における情報処理技術の活用，教育現場

や社会環境の情報化などから，多くの大学で実施されるよ

うになった．さらに，教職課程において「情報機器の操作」

の 2 単位が必修になったことから，教職課程を設置して

いる大学のすべてで何らかの情報教育が行われはじめた．

大学教育としては欠かせないもので，市民権を得たと考え

たい．

今回，調査 Aで回答した大学・学部・学科については，

「これが日本の情報専門教育機関である」として，情報処

理学会のWebサイト [5]でリストを公開した．これに対し
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て，未回答のため掲載されていない大学や学科などから問

合せをいただいた．これからでも，アンケートの回答をく

だされば掲載する．このリストを充実させることも使命と

考える．

5. 必要な人材育成はできているか

以前どこかのシンポジウムにおいて，専門の情報を専攻

している学生数は，2万人から 3万人くらいいるはずだと

試算したことがある．実際はどうであったか．

調査 Aに回答した登録から，情報に関する専門科目の要

卒単位数が少ないなど専門教育とは該当しないと判断した

56学科を除く 240学科について集計した．ちなみに，要卒

単位数は 8単位以上としている．その結果，1学年の履修

者総数は 25,419人（男 20,962人，女 4,457人）であった．

調査に対する回答率から判断して 3万名程度の学生が情報

学分野の専門教育を受けていると推計され，試算した範囲

とも齟齬はなかった．この学生数は，学校基本調査 [7]に

よる大学 1年次の学生数 626,865人の約 4.8%にあたる．こ

れは，学校基本調査による理学系の学生数 3.1%より多い．

調査 Bで，工学系の回答が多かったことから，14.9%とい

う学生数の一角を占めていることになる．

卒業生の進路は，情報系大学院への進学者が 19.1%，公

務員や教員を含む就職者が 68.8%いるので，毎年 2万人程

度の IT技術者を社会に送り出していることになる．しか

し，情報専門学科は，さまざまな学問分野に広く分布して

いる．63.8%は工学分野に含まれると回答しているが，人

文・社会分野や保健分野との回答も 15.4%あった．「その

他」と回答した学科は，情報学部など，既存の区分に該当し

ない学部に所属するケースが多くみられる．J07カリキュ

ラム標準に基づく専門分野ではCS（コンピュータ科学）が

約 30%を占めるが，「その他」と回答した学科も 36.2%あっ

た．これらは複数の J07専門領域に属するとも，既存のど

の専門領域にも属さないとも判断されるため，正確なこと

は不明だ．

調査 Bの回答を収集した学部・学科などの 1学年の履修

者総数は 87,261人（男 58,948人，女 28,313人）であった．

学校基本調査の区分ごとに学生数と履修者数の比率を求め

たところ，既存の区分に含まれない「その他」の学部・学

科を筆頭に，理学・工学，医学・歯学での比率が高い．学

生数では，経済・経営などの社会科学が多い．これらの学

部・学科では，専門教育の一部としての情報教育の実施状

況を反映していると考えられる．情報に関して，何らかの

情報専門教育を受けた学生が社会に出ていることは確かな

ようだ．

●調査から見えたこと

今回の調査で，大学における情報教育に関して，大学数，

学部・学科数，学生数といったボリュームの概況は把握で

きた．しかし，授業の内容やレベルの詳細は，教員の自己

申告にすぎない．報告書では，レベルと履修者数を使用し

たエフォートという量で行った．これらも，詳細の回答

データから，全体の傾向を把握できる程度である．一般情

報教育が専門教育に取り入れられていたり，情報学に固有

の能力やジェネリックスキルが高かったりする回答もあっ

た．これが情報学の性質なのか，授業内容とレベルの考え

方が正確に理解されたかは，精査が必要だ．

この調査の大きな効果の一つに，情報学の参照基準がで

きたことを広く認知してもらったことではないかと考え

る．なぜなら，教育の内容がどの領域であるかは，2016年

3月にまとめられた「情報学の参照基準」[6]に基づいてい

るからである．これまで，学問の体系など意識していない

教員もあったことから，認識が改まったと信じたい．

さらに，教員の学位や専門分野も，必ずしも情報学とは

限らないというのも明らかになった．とくに一般情報教育

では，非常勤や兼担が半数以上を占め，専門教育に比べ他

分野の教員が多い傾向にある．テキストどおりやれば専門

は問わないなど，軽く見られている可能性もある．教員の

専門分野を意識することなど，底上げも課題として浮き上

がった．

6. 次の調査に向けて

このような大規模な調査を，毎年実施することは難しい．

といって，数年ごとに変化を見ることは重要である．でき

れば，大規模調査は 5年か 10年に 1回，小規模調査を 2，

3年に 1回程度行っていければ，変化が分かるのではない

だろうか．そのため，次に同じような調査をすることを想

定して，今回の事情から調査方法の要求をあげたい．大規

模だからといって，学校基本調査のように，予備調査から

調査票の送付，100%の回答を回収するといった手間もかけ

られない．しかし，できるだけ 100%に近い大学から回答

を得るためには，使いやすく・理解しやすい調査システム

を検討する必要がある．

まず，調査期間は最低でも 2カ月，ただし事前予告を 1カ

月以上前に行う．基本の調査依頼の送付先は今回と同じく

総務担当とするが，今回判明した各学部・学科へはメール

などで同時に通知する．調査依頼は，封書での送付，電子

メールの両方を使用する．封書へは，開封しなくても何で

あるか明確になるよう，シールではなく必要な情報をあら

かじめ封筒に大きく記載（印刷）しておく．また，調査期

間中の問合せは，メールを基本とするが，電話でも対応で

きるようにする．そのための専門の担当者を用意する．緊

急を要したり，問合せの確認を行ったり，複雑な説明が必

要となる場合があるからだ．当然といわれればそうである

が，今回の調査では対応できたから大丈夫と思われては

困る．

調査用システムは，回答者の負担を減らすために，いく
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つか工夫を施す必要がある．事前に分かるもの，たとえば

大学名はリストとして用意しておく．大学ごとに，調査種

別ごとの学部・学科が登録されれば，メールアドレスが同

じでも識別できる IDを別に用意する．今回の調査と同じ

学部・学科なのか，今回は未回答で新しく回答したのか，

新しくできた学部・学科なのか，が判別できるようにする

項目も必要になる．

教育内容と教育レベルの指標は，継続した調査を行うた

め原則として変更できないが，より回答しやすい調査票

（実際は Excelシート）を用意する．たとえば，履修者数

の欄はコメントでなく，項目名をつけた独立した列とする

などである．内容も，今回の調査と同じか，今回は未回答

で新しく回答したのか，新しい内容かを判別できるように

する．

●自戒を込めて

回答方法の手引きなどのドキュメントや FAQは，より分

かりやすくすることはもちろん，大学によって表現が異な

る部分は，読み替えが効くような工夫が必要である．たと

えば，単位を時間数で計算する大学があるなど発見もあっ

た．実習・演習・実験などの例とあげても，そうでないと

ならないととらえ，異なるレベルで回答したものもあるか

もしれない．大学の授業形態のとらえ方も，共通の認識が

できるように表現を工夫したい．情報システムは，要件分

析を十分に行い，目的に合わせて設計し，利用者の立場で

使いやすくしないとならないといっている我々自身が，そ

れを実践しなくてはならない．次に調査を担当するメンバ

が，同じ苦労を負わないことを祈りたい．
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